












た。明治 20 年（1887 年）5月に博愛社が日本赤十字社
と名称を変えると、日本赤十字社社則が制定され、第 1
条では博愛社社則とほぼ同じく、戦時において傷病者を







































































た 4）。そして、大正 3（1914）年 10 月 20 日に八代六郎
海軍大臣より日本赤十字社本社にたいして佐世保海軍病
院へ救護班派遣を命令、同日それを受けて本社は長崎支








ることとなった。震災は大正 12（1923）年 9月 1日に









































災 101 分後にDMAT一チームを福島市へ派遣した 8）。
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これは、同センターが医療班を派遣した 1時間前のこと
であった。
　さらに宮城県においては、石巻圏合同救護チームが 3
月 20 日に結成され、日本赤十字社の救護班もそのもと
で活動を行った 9）。宮城県知事から宮城県災害医療コー
ディネーターとして委嘱されていた石巻赤十字病院の石
井正医師が医師会、東北大学、自衛隊などの医療活動を
調整したのである。この体制のもと、石巻赤十字病院
は、震災において地域の中核的な救援活動を行った。他
方、新たな指揮命令系統が生じたことも事実である。
　現在、日本赤十字社は救護報告を編纂中であり、第一
次資料もまだ容易に得られる状況になく、東日本大震災
の救護活動における課題について詳細に論じることは時
期尚早である。しかし、今回の震災では少なくとも、日
本赤十字社内に複数の災害対策本部が設置され、さらに
DMATおよび石巻圏合同救護チームという日本赤十字
社以外の指揮命令系統が存在するようになった。このよ
うに複数の指揮命令系統が存在することの妥当性を検証
する必要があろう。そして、その場合、過去の大規模災
害の事例が参考になる。関東大震災においては、震災直
後に臨時に規則が採択され、日本赤十字社本社に救護本
部を置くことが決められた。また、阪神・淡路大震災に
おいては、救護本部が複数存在したことにより生じた問
題が指摘されている。災害救護は基本的に被災した県の
支部が中心に救護活動を行うのが最も適当であろうが、
東日本大震災のような大規模災害の場合は、日本赤十字
社内部の意思決定を一元化する必要性を検討する時期に
来ているのではないか。
　さらに、行政や他の救護班との関係についても、考慮
の必要があろう。今回の震災では、日本赤十字社以外に
も様々な救護の主体が活動を行い、たとえば石巻圏合同
救護チームはそれをまとめる役割を果たした。しかし、
大規模災害において、一元的な指揮のもと、ともすれば
バラバラになりがちな救護活動をまとめるための仕組み
の構築を、日本赤十字社をはじめとして救護を行う組織
は考える必要があるのではないか。そして、その際は、
戦前の戦時救護が参考になろう。つまり、戦時救護で
は、陸海軍が行う衛生事業に日本赤十字社はその内部に
入り、陸海軍の指揮下に入った。これと同じように、大
規模災害において、関連省庁の指揮のもと、日本赤十字
社を含む様々な救護の主体をまとめることができれば、
効率の良い救護活動が期待できよう。
　このような体制が確立すると、日本赤十字社の独立性
が損なわれるのではないか、という疑問も生じるであろ
う。しかし、赤十字の基本原則 2 の一つである独立の原
則は、一方で赤十字社の独立性をとなえると同時に、他
方で赤十字社がその国の政府の人道的事業の補助者であ
ることも定めている。加えて、歴史的な背景から、伝統
的に赤十字社は軍の衛生部隊のもとで戦時救護活動を行
った。したがって、このような体制の構築は、赤十字の
基本原則および赤十字の歴史的背景に鑑み、十分考慮に
値するものである。
Ⅳ　おわりに
　災害救護における日本赤十字社の活動は、支部を中心
として行われてきた。大規模災害の場合は、災害対策本
部を本社および関係支部におくが、かつての戦時救護の
ように意志決定およびその伝達の経路がはっきりしてい
るわけではない。加えて、東日本大震災では、DMAT
および石巻圏合同救護チームという日本赤十字社の枠外
で日本赤十字社が救護活動を行う状況が出現した。
　災害救護は日本赤十字社にとって創設初期の頃から重
要な活動であったが、特に大規模災害への対応は、かつ
ての戦時救護への対応のように確立しているわけではな
い。今回の大震災を機に、大規模災害において、日本赤
十字社がどのように意思決定を行い、そしてそれを救護
員にどのように伝え、あるいは命令するかについて議論
をする必要があろう。また、救護を行う他の団体・機関
との関係についても、議論する必要があろう。
　なお、本来ならば、資料による裏付けが論文および議
論にとって重要であるが、東日本大震災については日本
赤十字社が近い将来刊行する報告書によらねばならな
い。本稿は、したがって、あくまでも収集可能な情報を
もとに作成された。今後の報告書の刊行およびそれをも
とにした論文および議論が望まれる。
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